













をはじめ多 くのNGOが 参加 し、両宣言に大 き
な影響 を与えた。
佐藤(旧 姓 阿久津)一 子は第2回 から参加
し、第5回 の報告を、「21世紀への鍵 としての
成人学習」に詳しく報 じた01。しかしながら佐































































































正な発展」 とは第2節 の 「ジェンダーの公正」
に示 される。すなわち 厂生涯にわたる学習は年























言の要点を示す ことから、パ リ会議の宣言 と同







すなわち第1節 と第2節 を第1章 「21世紀の
挑戦」 とし、第2章 は 「成人学習の条件と質の



















































































































れるべ きでない とともに、言語 と文化の面で、

































































































































































































































節 に 「教育」と 「学習」が適切に使い分けられ
成人学習ハンブルク宣言の隠れた人権教育
ていることに注 目すべ きであろ う。両者 の用語








にも有効 である。佐藤訳 文の 「情報公 開の下」
(p.69)では意味が曖昧 になる。3例 に比べて適
訳 を考案すべ きで あろう。訳 文 の問題点 は他12
にもあ り、誤解 を生 じやすい。
以上先行研究批 判 を中心 に東京会議 の勧 告、
パ リ会議 の勧告 と宣言、そ してハ ンブルク会議
の宣言 と未 来へ のア ジェ ンダの 関連性 の下で、
第三世界 の東京会議以来の参画、NGOの パ リ
会 議以来の参画 とハ ンブル ク宣言 と未来へ のア
ジ ェンダへのWeの 名 による総合 的、開放 的な
参 画の下 に参加国の グローバル化 と政府 間組織
へ のNGOの 参入 によ り従来の教 育行政 中心 か
ら教育運動 との協力体制への転換 がハ ンブルク
宣言 にお ける成人教育の発展 的契機 となったこ
とが明 らか になった。
それ とともに従来の研 究成果に見 られる文章
の見落 とし、読誤 りの轍 を踏まない ように確実
な研究方法 として文章構 成法を読 み解 きに導入
した。 これ は一見 して平易 な文脈 と簡単 な用語
の文章表現 に惑わ されて、断片 的引用 に走 りや
す い点 を自制 して、勧 告、宣言、 そ してアジェ
ンダには少な くとも何 れ も重要 な文 があ り、そ
の理解 を確実にするために、文脈 に細心 の配慮
が なされている ことに鑑 みて、文脈 のなか に位
置付 けて、その意味 を慎重 に読 み取 ることに し
た。特 に用語の理解 に当たって教育先進 国中心
の読取 りで はな く、発展 途上国の第三世界の立
場 を尊重 し、教 育行政的立場 と教育運動的立場






































第2章 は第3節 から第7節 までの5節 から成
り立つ。第2課 題の 「成人学習の条件 と質の改


























パワーメント」に、第6課題の 「環境 ・健康 ・























の入手」 と第18節の 「先住民族の教育 と文化」
に、そして第8課題は第22節の 「能力に欠陥の
ある人々のための統合 と接近」に対応し、さら






















































































画は第1節 の 「参画型社会」と 「男女共同参画」
のキーワー ドにその範型が示 される。
次に第12節は 「学習権宣言」の定義の修正ば





























節 の 「平和の文化 と公民教育"educationfor
citizenshipanddemocracy"」が正義 と忍耐に










































































































































を 「教育権 ・学習権の承認」 と短絡させ るこ
とを許さない。そして第15節の「多様性 と平等」
を 「多様性 ・平等」とし、第17節の 「環境の




































い公共性概念を導入する第8節 の 「成人 ・継
続教育」と 「万人のための教育を受ける権利」
と第9節 の 「生涯にわたって教育を受 ける権
利」と第10節の 「若者 と成人の教育という新
しい概念」にそれぞれ明記 される。また生涯
にわたる学習は既 に第7節 の 「生涯学習の枠
組み」に明示 され、第8節 の 「生涯学習のた
めの機会」、第9節 の 「若者 ・成人教育」、第
10節の 「生涯にわたる学習の概念内で成人教
育への新しい接近」、そして第11節の 「生涯に
わたる学習」 と 「万人のための学習機会の用
意」にも示される。
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